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に対しては、法定刑の観点から業務上過失を適用するという解決がとられて





































































































生命身体等に危害を加える虞あるもの」（最判昭和 33 年 4 月 18 日刑集 12 巻

















































おいて、たまたまその 4、5 ヶ月前に 2キロほど自動車を運転した事実があ
っても、反復継続の意思が欠けると判示したもの 36 があるほか、普通免許
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1	 本稿は、桐蔭法学研究会で報告した「刑法 211 条前段『業務上過失致死傷
罪』における業務概念の再検討」を加筆・修正したものである。
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2	 浅田和茂ほか編『新基本法コンメンタール刑法』（2012、日本評論社）［北
川佳世子］464 頁。この類型に該当する判例として、最決昭和 29 年 4 月 1
日裁判集刑 94 号 49 頁、大阪高判昭和 36 年 5 月 11 日下刑集 3 巻 5=6 号
406 頁。なお、伊藤栄二ほか「『刑法の一部改正を改正する法律』につい
て」曹時 59 巻 8 号 27 頁以下。
3	 日本における業務上過失致死傷罪の立法史について、川本哲郎「刑法にお
ける業務の概念」同志社法学 37 巻 1･2 号（1985）137 頁以下。ここで、
業務上過失致死傷罪に関連した主な改正を簡単に概観しておく。






〈昭和 43 年改正（法律第 61 号）〉
　211 条の法定刑に懲役が追加、さらに刑期の上限が 3年から 5年へ引き
上げられた。
〈平成 13 年改正（法律第 138 条）〉
　自動車運転に係る軽微な業務上過失致傷罪に対する刑の裁量的免除規定
新設された（211 条 2 項）。この免除規定は、危険運転致死傷罪新設（208
条の 2）にともない導入された。
〈平成 18 年改正（法律第 36 号）〉
　罰金の上限が 50 万円から 100 万円へ引き上げられた。
〈平成 19 年改正（法律第 54 号）〉
　自動車運転過失致死傷罪が 211 条 2 項本文に新設（法定刑として自由刑
の上限が 7年）された。















千葉大学法学論集 27 巻 1 号（2012）123 頁。
6	 団藤重光編『注釈刑法（5）各則（3）〔復刊版〕』（1991、有斐閣）126 頁
［藤木英雄］。
7	 内田文昭『刑法各論〔第 3版〕』（1996、青林書院）60 頁、松宮孝明『過
失犯論の現代的課題』（2003、成文堂）101 頁、最決昭和 60 年 10 月 21 日













11	 単純過失致傷罪の成立を認めたものとして、大阪高判昭和 42 年 1 月 18 日
判時 208 号 206 頁。
12	 重過失致死罪の成立を認めたものとして、大阪地判平成 23 年 11 月 28 日
判タ 1373 号 250 頁、大阪地判平成 24 年 3 月 23 日 LLI/DB	 判例番号
L06750172、千葉地判平成 28 年 2 月 23 日 LLI/DB	判例番号 L07150109 が、
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また、重過失致傷罪の成立を認めたものとして、東京高判昭和 57 年 8 月
10 日刑月 14 巻 7=8 号 603 頁。
13	 最判昭和 26 年 6 月 7 日刑集 5巻 7号 901 頁。























22	 仙台高判昭和 30 年 11 月 16 日裁特 2巻 23 号 1205 頁。
23	 なお、佐藤・前掲註（5）頁は、法条競合の択一関係にあるという。
24	 三井明「判例解説」『最高裁判所判例解説刑事篇（昭和 33 年度）』（1959、
法曹会）249 頁。
25	 例えば、大判昭和 10 年 11 月 16 日刑集 14 巻 1114 頁、大判昭和 14 年 5 月
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23 日刑集 18 巻 283 頁など。
26	 以上、大判大正 8年 11 月 13 日刑録 25 輯 1081 頁。
27	 大判大正 13 年 3 月 31 日刑集 3巻 264 頁。
28	 最判昭和 26 年 6 月 7 日刑集 5巻 7号 1236 頁。
29	 福岡高宮崎支部判昭和 27 年 7 月 9 日判特 19 号 178 頁、東京高判昭和 30
年 7 月 25 日高刑集 8巻 5号 714 頁。
30	 以上、前掲最高裁昭和 33 年判決。もっとも、前掲大判大正 13 年 3 月 31
日刑集 3巻 264 頁は、娯楽目的の狩猟は業務ではないとしていたが、最高
裁は業務性を認めるに至った。




大阪高判昭和 37 年 10 月 25 日高検速報昭和 37 年 6 号 15 頁）。
33	 福田平「業務上過失致死傷罪における業務」平野龍一編『刑法の判例〔第
2版〕』（1972、有斐閣）232 頁。
34	 前掲大判大正 8年 11 月 13 日刑録 25 輯 1081 頁。
35	「自ら選定したこと」を業務性を認める上で重要な要素と理解するのは、
佐藤・前掲註（5）150 頁（特に、157 頁以下、163 頁）。
36	 東京高判昭和 35 年 3 月 22 日東時 11 巻 3 号 73 頁。なお、東京高判昭和
35 年 5 月 12 日東時 11 巻 5 号 108 頁。
37	 釧路地裁帯広支部昭和 45 年 6 月 12 日判タ 255 号 309 頁。なお、本件に対
しては、重過失致死罪の成立を認めている。
38	 福岡高宮崎支部判昭和 38 年 3 月 29 日判タ 145 号 199 頁。





42	 泉二新熊『日本刑法論下巻（各論）〔訂正 44 版〕』（1939、有斐閣）563 頁。
43	 山口・前掲註（15）69 頁。
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46	 前田雅英ほか編『条解刑法〔第 2版〕』（2007、弘文堂）576 頁。もっとも、
本文でも引用した記述は、該当頁の「（ア）社会生活上の地位」の項目に
記載されている。
























59	 ちなみに、平成 27 年度犯罪白書によると、平成 26 年の自動車運転過失を
含む過失傷害（刑法典第 28 章の罪）の検察庁終局処理人員（562,152 人）
の構成は、公判請求が１％、略式命令請求が 8.9％、不起訴が 86.8％、家
庭裁判所送致 3.3％であり、裁判所の処理としても、通常第一審の有罪人
員のうち自由刑は 4,511 人で実刑率は 5.2％、罰金は 49,130 人となっている。
60	 松原芳博『刑法各論』（2016、日本評論社）76 頁。
（たにわき・まさと　桐蔭横浜大学法学部准教授）
